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序     文 
 
独立行政法人国際協力機構は、ベトナム社会主義共和国より技術協力の要請を受け、「炭鉱ガス

安全管理センタープロジェクト」を2001年4月から5年間の計画で実施してきました。 
2006年3月のプロジェクト終了を前に、プロジェクト目標の達成度や事業の効率性、今後の自立

発展性の見通し等の観点から、ベトナム社会主義共和国側評価チームと合同で評価を行うととも

に、今後の協力の方向性を検討し、提言や教訓を導き出すことを目的として、2005年10月11日か
ら10月25日まで、独立行政法人国際協力機構ベトナム事務所長 菊地文夫を団長とする調査団によ
る終了時評価調査を行いました。 
本報告書は、同調査団による調査結果、ベトナム社会主義共和国側関係機関との協議結果を取

りまとめたものです。この報告書が、本プロジェクトの成果を今後のベトナム炭鉱における安全

管理、ひいてはエネルギー分野全体の更なる発展に活用する上での指針となるとともに、今後の

類似技術協力プロジェクトの立案・実施にあたって参考となることを祈念いたします。 
終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係者の皆様に、心から感謝の意を表しま

す。 
 
平成17年12月 

 
独立行政法人国際協力機構 
ベトナム事務所長 菊地 文夫 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：炭鉱ガス安全管理センタープロジェクト

分野：鉱工業 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICAベトナム事務所 協力金額（評価時点）：約8億円 

先方関係機関：鉱山安全技術研究所 (IMSAT) 

日本側協力機関：経済産業省 

 
協力期間 

2001年4月1日～2006年3月31日 

他の関連協力：ベトナム石炭公社（VINACOAL）、
（財）石炭エネルギーセンター（JCOAL） 

１－１協力の背景と概要 
ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）政府は「国家経済開発5カ年計画（1996

年－2000年）」において、安全を確保した炭鉱の操業の維持及び、輸出需要に合致したより多く
の石炭生産を目標に掲げている。また、「石炭開発マスタープラン（1995年－2010年）」におい
ては1996年の920万t（実績）から2010年にかけては増産を続け、1,500万tを生産することを目標
としている。このような急激な生産の増大に対応するため、ベトナムではこれまで実施してき
た石炭の露天掘りから坑内掘りへ石炭の生産方式が移行している。現在では生産量全体の約
40％の石炭が坑内掘りで生産されている。 
一方、これまで坑内掘り炭鉱では、可燃性ガスの溶出による火災（爆発）の発生で多くの災

害を引き起こしてきた。 
そこで、ベトナム政府は、 

・爆発ガスの発生、管理及び坑内掘り炭鉱の防爆機器の検査のための保安基準と規則の研究と
確立 

・爆発ガス発生の管理と坑内掘炭鉱の防爆機器検査のため、近代的な機器と設備をもつ石炭採
掘爆発ガス安全管理センターの設立 

・爆発ガスの安全管理と防爆機器の検査、保守に対するベトナム人スタッフの能力向上を図る
ことにより、ベトナム石炭産業における鉱山保安技術の向上と普及を目的とした技術協力を
1998年8月に日本国政府に対し要請してきた。 

 
１－２協力内容 
（１）上位目標 

ベトナム石炭産業界における保安技術の向上と普及が図られる。 
（２）プロジェクト目標 

炭鉱ガス安全管理に関する技術サービスが、ベトナム石炭産業界にセンターによって提
供される。 

（３）成果 
０．センターの運営管理体制が確立される。 
１．炭層ガス包蔵量評価の指導ができるようになる。 
２．通気網解析に基づく通気管理の指導ができるようになる。 
３．炭鉱ガス集中監視の指導ができるようになる。 
４．機器防爆試験を実施できるようになる。 
５．救護活動技術が指導できるようになる。 



６．鉱山保安に関する教育ができるようになる。 
７．VINACOALとの協力の下、炭鉱ガス安全管理に関する法体系・組織体系の改善と近代

化に対する指導・助言ができるようになる。 
 
（４）投入（評価時点） 
日本側： 
長期専門家派遣 8名 機材供与 3億6,950万円 
短期専門家派遣 43名 ローカルコスト負担 21万880米ドル 
研修員受入 22名 

相手国側： 
カウンターパート（C/P）配置 38名（うち23名が技術系C/P） 
土地・施設提供 プロジェクト事務所、爆薬検定坑道建設用地、付属施設建設 
ローカルコスト負担 約72万9,652米ドル 

（人件費、機材費、国際電話代、プロジェクト車燃料代、等） 

２．評価調査団の概要 

担当分野 氏 名 職 位 

１．団長/総括 菊地 文夫 独立行政法人国際協力機構 
ベトナム事務所長 

２．技術移転評価 武川 淳 経済産業省原子力安全・保安院 
鉱山保安課石炭保安室 

３．炭鉱安全管理評価 池永 雅一 （財）石炭エネルギーセンター 
国際部兼企画調整部兼資源開発部 

４．協力企画 足立 倫海 独立行政法人国際協力機構 
経済開発部第二グループ 

調査者 

５．評価分析 高橋 佳子 株式会社シーエスジェイ 調査・企画部

調査期間 2005年10月9日～10月27日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果 

３－１ 実績の確認 
（１）投入及び活動 

討議議事録（R/D）上で規定された投入及び活動はおおむね計画どおり実施された。 
 
（２）成果（アウトプット）の達成度 

アウトプット０～７のうち、アウトプット５以外の達成度は終了時評価時点で十分に高
い。アウトプット５「救護活動技術が指導できるようになる」については、プロジェクト・
デザイン・マトリックス（PDM）上の技術移転対象であるC/Pではなく、鉱山救急センター
の職員を対象に技術移転が行われているが、実態上救護活動を専門に実施している同セン
ターを対象とした技術移転は妥当であると判断される。 

 
（３）プロジェクト目標の達成度 

鉱山保安センターは、プロジェクト活動を通じて得たマオケ炭鉱での経験を基に、炭鉱
ガス安全管理技術サービスを各炭鉱へ提供し始めている。また、関係各機関及び炭鉱技術



者へのインタビューの結果、プロジェクトが実施したガス・粉塵爆発実験の実演を伴った
保安教育によって、坑内炭鉱労働者一人ひとりが、坑内掘炭鉱内での爆発の危険性に目覚
めさせられたことが確認された。 
さらに、ベトナム石炭産業界への炭鉱安全管理に関する法と組織の改善について、報告

書「ベトナム炭鉱安全管理に関する法・組織の現状と課題（日・越・英）」が完成し、2005
年9月に同報告書が関係機関・省庁の11部署に送付されており、VINACOALはこの内容につ
いて2005年10月末までの期間、関係機関からコメントを求めているところである。 

 
（４）上位目標の達成度 

評価時点において、財政的観点からはVINACOALは今後も鉱山保安センターへの支援を
継続する旨が確認されている。また、技術的観点からは、ほとんどのC/Pは基本的な炭鉱ガ
ス安全管理技術の知識と技能を習得し、既にモデル炭鉱以外の炭鉱にもそのサービスを提
供し始めている。このため、VINACOALがプロジェクトで移転した技術をベトナム国内の
炭鉱に導入することを決定すれば、上位目標は達成可能と判断できる。 

 
３－２ 評価結果の要約 
１．妥当性 
妥当性はきわめて高い。 
プロジェクト目標及び上位目標は、日本の対ベトナム国別援助計画、JICA国別事業実施計画

で重点分野に位置づけている「成長促進」に合致しており、プロジェクトの妥当性は高い。プ
ロジェクトのターゲット・グループ＜鉱山保安センター職員＞のニーズ、及びベトナム政府の
政策に終了時評価時点でも一致していることが確認された。 

2004年の石炭生産実績は2,545万6,000tであったが、この数値は首相承認の「ベトナム石炭開発
マスタープラン2003年－2010年、2020年への展望」で策定された2010年の計画値2,494万6,000t
を上回った。また坑内掘りの比率も、2004年の36％から2010年には59％へと更に増加する見込
みである。従って、炭鉱安全管理技術の重要性も当初の予想以上に増大した状況となっている。

 
２．有効性 
有効性はきわめて高い。 
8つのアウトプットがプロジェクト目標の達成に直接貢献しており、プロジェクト終了時には

達成される計画であることが確認された。また、鉱山保安センターは、プロジェクト活動を通
じて得たマオケ炭鉱での経験を基に、炭鉱ガス安全管理技術サービスを各炭鉱へ提供し始めて
おり、評価時点でプロジェクト目標が達成され始めていると判断される。プロジェクト目標の
達成に貢献した要因としてベトナム側関係者の強い主体者意識があげられる。 

 
３．効率性 
効率性は高い。 
例外として爆薬検定坑道の建設、坑内ガス集中監視システムのモデル炭鉱への導入の遅れは

あったものの、プロジェクト活動のための、ほぼすべての投入は計画どおりであった。 
C/Pへのインタビューでは、ほとんどの機材は効率的にプロジェクト活動に活用されているこ

とが確認された。しかし、ひとつの機材に日本語ソフトウエアがインストールされていたこと
から、英語のマニュアルを使って日本語の画面で操作する必要があり効率的でなかったという
回答があった。またいくつかの機材については、ベトナムで代理店を見つけることができるな



ら、ベトナムで調達がされるべきであったとの回答もあった。 
 

４．インパクト 
VINACOALでは、2003年10月から坑内用機器の防爆試験を義務化し、工業省（MOI）に対し

その義務化の必要性を提案しているなど、PDMにある上位目標の指標に照らして、実績が既に
現れていることが確認された。 

 

５．自立発展性 
鉱山保安センターの現在の運営管理体制は、プロジェクトによって達成されたアウトカムを

自立的に維持する能力があると思われる。プロジェクトのVINACOAL総裁へのインタビューで
は、石炭公社は今後も鉱山保安センターへの支援を継続する旨が確認された。センターの財政
的自立発展性は、調査によれば電気機器や爆薬の個別防爆検定試験の依頼件数が2年足らずで15
倍となり、さらに増加を続けていることから、独自の収入はいまだ30％程度であるものの増加
傾向にあることを確認した。また、MOI及びVINACOALはセンターの新ビル及び土地取得に係
る予算をセンターに配分している。技術的観点からは、ほとんどのC/Pは基本的な炭鉱ガス安全
管理技術の知識と技能を習得し、既にモデル炭鉱以外の炭鉱にもそのサービスを提供し始めて
いることから、自立的に発展してゆける能力は十分あると判断できる。 

 

３－３ 結論 
本プロジェクトは既にプロジェクト目標のほとんどを十分に達成し、半年後（2006年3月）の

終了時には炭鉱ガスの安全管理に必要な技術（プロジェクトで当初想定した技術）が移転され
成功裏に終了することが期待できる。 
鉱山保安センターにはそれら技術が移転されていることが確認された。また、救護技術につ

いては鉱山救急センターの隊員にその技術が移転されるなど、プロジェクト実施のなかで当初
設計に縛られることなく現状に即した形で適材適所に技術が移転されたことは、自立発展の上
でも大きく評価できる。 
本プロジェクトを実施してからこれまでの間、派遣されている専門家の努力のみならず、ベ

トナム側の強い当事者意識、主体性により、ベトナムの炭鉱セクターにおける安全に関する意
識の向上にはめざましいものがあったと判断され、今後もプロジェクトの成果をベトナム側が
発展させ、本プロジェクトを通じ移転された技術を他の炭鉱に普及することが十分に期待でき
る。 

 
３－４ 提言 
１．ガスモニタリングシステムの普及 
プロジェクトを通じ、協力機関であるマオケ炭鉱にはガスモニタリングシステムが導入され

ている。このシステムは坑内におけるガスに起因する災害の防止に貢献しているが、プロジェ
クトの成果をベトナム全国に展開するためにはベトナム側が同種のシステムを他の炭坑へも設
置することが望まれる。 

 
２．安全管理技術の発展 
ガス管理は鉱山保安技術のひとつに過ぎない。安全管理技術を発展させるために、ベトナム

側が今後、出水、落盤、防爆、坑内火災等への対応策の検討を継続する必要がある。 
 



 
３－５ 教訓 
１．機材調達 
プロジェクトにおいて、供与された機材のほとんどは適切であったが、ひとつの機材に日本

語ソフトウエアがインストールされていたことから、英語のマニュアルを使って日本語の画面
で操作する必要があった。原因のひとつとして、機材選定時の基準設定が不十分だったことが
想定される。同様の問題を回避するためには、各プロジェクトにおいて調達に対し十分な知識
を有した人材が規格を発注する前に確認することが望まれる。 
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第１章 終了時評価の概要 
 
１－１ プロジェクト要請背景 

ベトナム政府は「国家経済開発5カ年計画（1996年－2000年）」において、安全を確保した炭鉱
の操業の維持及び、輸出需要に合致したより多くの石炭生産を目標に掲げている。また、「石炭開

発マスタープラン（1995年－2010年）」においては1996年の920万t（実績）から2010年にかけては
増産を続け、1,500万tを生産することを目標としている。このような急激な生産の増大に対応する
ため、ベトナムではこれまで実施してきた石炭の露天掘りから坑内掘りへ石炭の生産方式が移行

している。現在では生産量全体の約40％の石炭が坑内掘りで生産されている。 
一方、これまで坑内掘り炭鉱では、可燃性ガスの湧出による火災（爆発）の発生で多くの災害を

引き起こしてきた。 
そこで、ベトナム政府は、 

・ 爆発ガスの発生、管理及び坑内掘炭鉱の防爆機器の検査のための保安基準と規則の研究と確

立 
・ 爆発ガス発生の管理と坑内掘炭鉱の防爆機器検査のため、近代的な機器と設備をもつ石炭採

掘爆発ガス安全管理センターの設立 
・ 爆発ガスの安全管理と防爆機器の検査、保守に対するベトナム人スタッフの能力向上 
を図ることによりベトナム石炭産業における鉱山保安技術の向上と普及を目的とした技術協力を

1998年8月に日本政府に対し要請してきた。 
 
１－２ 調査団派遣目的 

本プロジェクトは、協力期間5年のうち4年半が経過した。これまで、ベトナムに適した研修コ
ースの設定のために現状調査及びテキスト作成及びカウンターパート（C/P）への技術移転が進め
られている。 
今次調査は、以下を目的として実施した。 

（１）プロジェクト終了を6ヵ月後に控え、これまでのプロジェクトの成果及び目標達成度につい
て確認し、貢献/阻害要因の有無を確認し、当該要因がある場合は分析する。 

（２）プロジェクト終了時までの期間及びプロジェクト終了後に取るべき対応等に関する提言、

他のプロジェクトの形成、運営、評価等の参考になる教訓を抽出し、合同評価報告書として

取りまとめる。 
 
１－３ 評価者の構成 

（日本側） 

団長/総括 菊地 文夫 独立行政法人国際協力機構 ベトナム事務所長 

技術移転評価 武川 淳 経済産業省原子力安全・保安院 鉱山保安課石炭保安室

炭鉱安全管理評価 池永 雅一 
（財）石炭エネルギーセンター 
国際部兼企画調整部兼資源開発部 

協力企画 足立 倫海 独立行政法人国際協力機構 経済開発部第二グループ 

評価分析 高橋 佳子 株式会社シーエスジェイ 調査・企画部 

 



－2－ 

（ベトナム側） 

Mr. Doan Vna Kien  President and CEO, Vietnam National Coal Corporation（VINACOAL） 

Mr. Vu Manh Hung Vide President, VINACOAL 

Mr. Le Tri Hung Director of International Relation Department, VINACOAL 

Dr. Phung Manh Dac General Director, Institute of Mining Science and Technology 

 
１－４ 評価調査日程 

日 程 活 動 内 容 

10月9日（日）
高橋団員ハノイ着 
JICA事務所打合せ 

10月10日（月）
VINACOAL表敬 
ウォンビ市へ移動 

10月11日（火）プロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）ワークショップ 

10月12日（水）専門家及びC/Pへのインタビュー 

10月13日（木）マオケ炭鉱及びC/Pへのインタビュー 

10月14日（金）鉱山救急センターへのインタビュー 

10月15日（土）調査結果取りまとめ 

10月16日（日）調査結果取りまとめ 

10月17日（月）炭坑技術者へのインタビュー 

武川団員、池永団員ハノイ着
足立団員別調査から合流 

鉱山安全技術研究所（IMSAT）へのインタビュー
ベトナム石炭公社（VINACOAL）へのインタビュ
ー 10月18日（火）

調査結果打合せ 

10月19日（水）
JICA事務所打合せ 
武川団員、池永団員および足立団員ウォンビ市へ移動 

10月20日（木）サイト調査（マオケ炭鉱他） 評価レポート（案）作成 

10月21日（金）
C/Pへのインタビュー 
ハノイ市へ移動 

ミニッツ（案）作成 

10月22日（土）評価レポート（案）協議 

10月23日（日）ミニッツ準備 

10月24日（月）評価レポート及びミニッツ協議 

10月25日（火）評価レポート及びミニッツ協議 

10月26日（水）
ミニッツサイン 
在ベトナム日本大使館報告 
武川団員、池永団員、足立団員及び高橋団員帰国（27日着） 
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１－５ 対象プロジェクトの概要 

プロジェクトの評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDMe）を本報告書付属資料２．
ミニッツ（合同評価報告書）のANNEX１として添付した。概要は以下のとおり。 
 
（１）上位目標 

ベトナム石炭産業界における保安技術の向上と普及が図られる。 
 
（２）プロジェクト目標 

炭鉱ガス安全管理に関する技術サービスが、ベトナム石炭産業界にセンターによって提供さ

れる。 
 
（３）成果、活動 

０）センターの運営管理体制が確立される。 
0-1 要員を計画に沿って確保する。 
0-2 予算計画を適切に策定・遂行する。 
0-3 活動計画を策定する。 

 
１）炭層ガス包蔵量評価の指導ができるようになる。 

1-1 必要な機材を設置する。 
1-2 石炭試料採取技術を取得する。 
1-3 採取試料の分析技術を取得する。 
1-4 分析結果の評価技術を習得する。 
1-5 モデル炭坑に習得技術を指導する。 
1-6 モデル炭坑以外の炭坑に習得技術を指導する。 

 
２）通気網分析に基づく通気管理の指導ができるようになる。 

2-1 必要な機材を設置する。 
2-2 通気測定技術を習得する。 
2-3 通気網解析技術を習得する。 
2-4 解析結果の評価技術を習得する。 
2-5 モデル炭坑に習得技術を指導する。 
2-6 モデル炭坑以外の炭坑に習得技術を指導する。 

 
３）炭鉱ガス集中管理の指導ができるようになる。 

3-1 機材計画を策定する。 
3-2 炭鉱ガス集中監視システムを設置する。 
3-3 炭鉱ガス集中監視システムの保守・管理技術を習得する。 
3-4 炭鉱ガス集中監視システムを用いた監視技術を習得する。 
3-5 モデル炭坑に習得技術を指導する。 
3-6 炭鉱ガス集中監視システムにより得られたデータの評価方法を習得する。 
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４）機器防爆試験を実施できるようになる。 
4-1 必要な機材を設置する。 
4-2 機器・爆薬防爆検定試験の基本方針を検討する。 
4-3 機器・爆薬防爆検定試験基準を策定する。 
4-4 機器・爆薬防爆検定試験技術を習得する。 
4-5 機器・爆薬防爆検定試験を実施する。 

 
５）救護活動技術が指導できるようになる。 

5-1 必要な機材を設置する。 
5-2 救護技術を習得する。 
5-3 鉱山救急センター習得技術を移転する。 

 
６）鉱山保安に関する教育ができるようになる。 

6-1 必要な機材を設置する。 
6-2 鉱山保安のカリキュラム・教育用テキストを準備する。 
6-3 鉱山保安の教育を実施する。 

 
７）VINACOALとの協力の下、鉱山ガス安全管理に関する法体系・組織体系の改善と近代化
に対する指導・助言ができるようになる。 
7-1 炭鉱ガス安全管理に関する法体系・組織体系の改善について研究・検討する。 
7-2 炭鉱ガス安全管理に関する実務的枠組みについて研究・検討する。 
7-3 炭坑以外の産業における防爆管理について研究・検討する。 
7-4 炭鉱ガス安全管理に関する国際的相互関係を研究・検討する。 
7-5 炭鉱ガス安全管理に関するベトナムの関連する法体系・組織体系の改善近代化に関す

る暫定計画を策定する。 
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第２章 終了時評価の方法 
 
２－１ 評価項目・評価手法 

本評価調査は、『JICA事業評価ガイドライン改訂版（2004年3月）』に基づき、プロジェクト・サ
イクル・マネージメント（PCM）手法の考え方を用いた評価手法に沿って実施した。この手法は、
ログフレーム（Logical Framework）/プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）で表された
プロジェクトの計画と、現状とを比較し評価するものである。また、調査を通してプロジェクト

に影響を与えた阻害・貢献要因を明らかにし、本プロジェクト実施における提言、類似プロジェ

クトへの教訓を導きだした。 
 
２－１－１ ログフレーム（PDM） 

ログフレーム（PDM）の各要素 

上位目標 
Overall Goal 

プロジェクトを実施することによって期待される長期的な
（3年から5年後）目標であり開発課題。プロジェクトの実施
が最終的にめざしている方向性。 

プロジェクト目標 
Project Purpose 

プロジェクトの終了時までに達成される、ターゲットグルー
プや対象社会に対する直接的な効果・便益の発現。 

アウトプット 
Outputs 

プロジェクト目標達成のために実現しなければならない、直
接的な目標、アプローチ、戦略。 

活動 
Activities 

アウトプットの達成、あるいは効果の産出のために、投入を
使って行う具体的な行為。 

外部条件 
Important Assumptions 

各レベルの目標を達成するために必要で重要な条件である
が、プロジェクトではコントロールできないもの。 

指標 
Objectively Verifiable Indicators 

上位目標、プロジェクト目標、アウトプットの達成を測る目
標値、基準。 

指標入手手段 
Means of Verification 

指標のデータ・ソース又は指標の検証手段。 

投入 
Input 

プロジェクトの活動を行うのに必要な、人員、機材、資金、
施設・設備など。 

前提条件 
Pre-conditions 

プロジェクト開始前に、整っていなければならない条件。 

 
本評価で使用するログフレームは、使用予定であったPDM（Version４．案、中間評価終了後

に策定）が、正式に承認されていなかったことが調査開始後に判明したことから、これを基に

したPDMeを作成し評価に使用することとした。 
PDM（Version４．案）から、評価用PDMeへの変更箇所は以下のとおり。 
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PDMの各要素 PDM（Version４．案） PDMe 

上位目標 The safety technology is to be〔削除〕
enhanced and disseminated in the 
Vietnamese coal industry. 

The safety technology is enhanced and 
disseminated in the Vietnamese coal 
industry. 

プロジェクト目標 The following seven coal mine 
firedamp gas management technologies 
are introduced into the coal industry in 
Vietnam.（1~7 technologies are listed 
below.） 
 
〔削除して全文変更〕 
“Introduced”の言葉は「石炭産業界
に導入される」を意味することから、
プロジェクト目標レベルには適切で
はない。また、7つの技術のリストア
ップは、アウトプットレベルで達成
される技術の言い換えであることか
ら、ここでは不要と判断した。 

Technological services concerning the 
coal mine firedamp gas safety 
management are offered to the 
Vietnamese coal industry. 
 

プロジェクト目標
の指標2 

2. Database of In-situ Gas Content in 
Coal Seams Evaluation and database of 
ventilation network are produced for 
the purpose of providing technical 
service 
〔削除して全文変更〕 
アウトプット1の指標の意味する、
「データベースが作成される」と全
く同じであることから、アウトプッ
トレベルで達成された指標が、プロ
ジェクト目標の指標として入ること
は論理的に正しくない。 

2. Technical services of in-situ gas 
content in coal seams evaluation and 
ventilation network are provided to the 
underground coal mines. 

アウトプット1から
アウトプット6の指
標 

各アウトプットの達成度をみる指標
として次の指標を各アウトプット1
～7に追加。 

The number of counterparts who 
acquired technology of （ Name of 
technologies）. 

 
２－１－２ プロジェクトの現状把握と検証 

  プロジェクトの現状把握と検証は、以下の項目により実施した。 
① 実績の検証 
② 実施プロセスの検証 
③ 因果関係の検証 
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２－１－３ 評価5項目による価値判断 

評価5項目 評価の主な視点 

1．妥当性 
Relevance 

評価時点においても、プロジェクト目標や上位目標が受益者のニーズに一致
しているか、問題や課題の解決策として適切か、プロジェクトの戦略・アプ
ローチは妥当であったか、相手国の開発課題との整合性、日本の援助政策と
の整合性、プロジェクトのログフレームは妥当か、といった「援助プロジェ
クトの正当性・必要性」を問う視点。 

2．有効性 
Effectiveness 

プロジェクトの実施により、本当に受益者に便益がもたらされているのか
（あるいはもたらされるのか）を問う視点。具体的には、「アウトプット」
の達成の度合い、さらにそれが「プロジェクト目標」の達成度にどの程度貢
献しているのか、または有効性を阻害・貢献している要因は何かを検討する。

3．効率性 
Efficiency 

アウトプットの達成度は投入（コスト）に見合っていたか、プロジェクト目
標の達成度は投入（コスト）に見合っていたかを問う視点。投入はタイミン
グ、質、量の観点から妥当であったかを検討し、プロジェクトの効率性を阻
害・促進する要因がなかったかを検討する。 

4．インパクト 
Impact 

プロジェクト実施によってもたらされる、長期的、間接的効果や波及効果を
みる視点。上位目標は計画時に予期したプラスの長期的効果であり、その達
成度はインパクトでみる。計画時に予期しなかったプラス・マイナスの波及
効果はログフレームには書き込まれていないが、広く検討する。 

5．自立発展性 
Sustainability 

援助が終了しても、プロジェクト目標、上位目標などプロジェクトがめざし
ていた効果は持続する見込みがあるかを問う視点。具体的には、実施機関の
オーナーシップの確保など組織・制度的側面、財政的側面、技術的側面から
自立発展性の見込みを考察する。 

 
２－１－４ 情報・データ収集方法 
上記調査・評価項目のための情報収集源及びデータ収集方法は、以下のとおり。 

 
（１）資料レビュー調査 

① 「事前調査団報告書」 
② 「短期調査報告書」 
③ 「実施協議調査団報告書」 
④ 「運営指導（中間評価）調査団報告書」 
⑤ 「技術協力プロジェクト事業進捗報告書」 
⑥ 「終了時評価用資料（プロジェクト作成）」 
⑦ その他関連資料、等 

 
（２）参加型ワークショップ 

① 評価手法ワークショップ 
・ 評価の前提となるPDMの内容の再確認 
・ 評価手法の説明 

② 合同評価ワークショップ（協議） 
・ 評価結果、提言、教訓についての協議 
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（３）質問票調査（回答者記入方式） 
① 事前送付･回収、あるいは調査開始後に記入時間を確保しての回答者個別記入方式。 

（CP、専門家、協力機関技術者、関係組織、保安教育受講者） 
 
（４）インタビュー調査 

① グループ・インタビュー（C/P、保安教育受講者、等） 
② キーインフォーマント・インタビュー（マネージメント、政府関係者） 
③ 訪問聞き取り（マオケ炭鉱、鉱山救急センター、等） 

 
（５）直接観察 

施設や資機材の使用状況などの直接観察。 
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第３章 プロジェクトの成果・実績 
 
３－１ 実績の総括 
本プロジェクトは成功裏に実施されており、プロジェクト目標を達成するために必要なほぼす

べての技術、知識及び態度が既に鉱山保安センター及び関係機関に移転されていると判断される。 
鉱山保安センターにはそれら技術が移転されていることが確認された。また、救護技術につい

ては鉱山救急センターの隊員にその技術が移転されるなど、プロジェクト実施のなかで当初設計

に縛られることなく現状に即した形で適材適所に技術が移転されたことは、自立発展の上でも大

きく評価できる。 
 
３－２ 投入実績 
３－２－１ 日本側投入 
（１）専門家派遣 

プロジェクト期間中、8名の長期専門家及び43名の短期専門家が計画どおり派遣された。 
（２）機材供与 

機器、資材等はミニッツのANNEX３のリストどおり供与された。供与総額は3億6,950万
円（2001年－2005年）であった。 

（３）C/P日本研修 
計22名のC/Pが日本での技術研修に参加している（うち5名は2005年11月実施予定）。 

（４）ローカル・コスト負担 
プロジェクト活動の実施に必要な運営経費のうち、以下の経費を日本側が負担した。こ

のなかには、日本人専門家出張経費（ハノイ等）も含まれる。 
（米ドル） 

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年9月迄 合計 

67,224 54,570 33,178 41,980 14,228 211,180 

 
３－２－２ ベトナム側投入 
（１）C/Pの配置 

終了時評価時点で、23名の技術系C/P及び15名の総務系C/Pがフルタイムでプロジェクト
に配置されている。 

（２）施設・設備等 
プロジェクト事務所はウォンビ炭鉱会社の建物の一部を鉱山安全技術研究所（IMSAT）

が賃借契約してプロジェクトに提供された。また、防爆検定試験坑道の建設用地の使用許

可、借り受け、付属施設などがベトナム側によって準備された。 
（３）ローカル・コスト 

ベトナム側は、約72万9,652米ドルをプロジェクト運営費として負担した。これらの金額
には、機材購入、C/P給与、専門家の国際電話代、事務所等の電気・水道代、車両ガソリン
代などが含まれている。 
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（1,000VND） 

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年8月迄 合計 

1,840,258 2,483,387 2,802,989 3,085,059 1,316,811 11,528,504 

 
３－３ プロジェクト目標達成度 
プロジェクト目標：炭鉱ガス安全管理に関する技術サービスが、ベトナム石炭産業界にセンタ

ーによって提供される。 
    
鉱山保安センターは、プロジェクト活動を通じて得たマオケ炭鉱での経験を基に、炭鉱ガス安

全管理技術サービスを各炭鉱へ提供し始めている。これらのサービスとは、バン・ザイン炭鉱へ

の通気網計画策定、モン・ズン炭鉱及びクアン・ニン省内の複数の炭鉱への炭層ガス包蔵量評価

調査、科学技術省承認の基準に沿った16の坑内電気機器の型式検定合格証の発行及び爆薬検定、
等である。 
関係各機関及び炭鉱技術者へのインタビューの結果、プロジェクトが実施したガス・粉塵爆発

実験の実演を伴った保安教育によって、坑内炭鉱労働者一人ひとりが、坑内掘炭鉱内での爆発の

危険性に目覚めさせられたことが確認された。 
また、ベトナム石炭産業界への炭鉱安全管理に関する法と組織の改善について、報告書「ベト

ナム炭鉱安全管理に関する法・組織の現状と課題（日・越・英）」が完成し、2005年9月に同報告
書が関係機関・省庁の11部署に送付されており、VINACOALはこの内容について2005年10月末ま
での期間、関係機関からコメントを求めているところである。 
プロジェクト目標の達成度に係る実績グリッドを以下に示す。 

 

指 標 実 績 情報源 

指標１． 
炭鉱ガス安全集中監視
技術の技術サービスが
ベトナム石炭公社傘下
の炭鉱へ提供される。

プロジェクトは、「坑内集中監視グランド・デザイン」
を作成し、2005年7月、8月及び9月にセミナーを開催し
て、モデル炭鉱及びその他の炭鉱にこのグランド・デザ
インの内容が紹介された。 
グランド・デザインの作成及び坑内掘り炭鉱の技術者

への説明・講義については、主に日本人専門家によって
実施された。これらの技能はC/Pが習得すべきであるが、
今後プロジェクト期間中にC/Pへ技術移転がされる予定
であることが確認された。 
また、これまでベトナム石炭公社（VINACOAL）によ

って、その他の炭鉱への坑内集中監視システムの導入が
されていないことから、鉱山保安センターは 実践的な
坑内集中監視システム導入のための技術サービスは提
供していない。 

資料レビュー
 
インタビュー
（C/P, Exp.）

指標２．（PDMe） 
炭層ガス包蔵量評価及
び通気網評価に関する
技術サービスが坑内掘
り炭鉱に提供される。

2005年4月、鉱山保安センターは、モン・ズン炭鉱に
対し炭層ガス包蔵量評価を実施した。また、現在はクア
ン・ニン省内の炭鉱に対して炭層ガス包蔵量の調査が実
施されているところである。 

 

資料レビュー
 
インタビュー
（C/P, Exp.）
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また、センターでは2006年にモン・ズン炭鉱ほか複数
の炭鉱のガス包蔵量データベースを作成する予定であ
る。 

  

2004年11月、バン・ザイン炭鉱への通気網計画が鉱山
保安センターによって策定された。この通気網計画は、
その後VINACOALに承認されている。 

資料レビュー
インタビュー
（C/P, Exp.）

鉱山保安センターはこれまでに16の電気機器に対し、
科学技術省（MOST）によって承認されたベトナム公式
規格（TCVN）に則った型式検定合格証を発行した。 
また、センターは炭鉱で使用されている坑内用機器の

個別検定サービスも2003年10月より開始し、これまでに
2,464件（2005年9月15日現在）の検定が実施されている。 
坑内用機器（検定器、警報器、測風器、等）の個別検

定数は、サービスが開始された2003年から2005年の比較
で、約15倍に増加した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：数値はプロジェクトレポートによる 

資料レビュー指標３． 
ベトナムの坑内掘炭鉱
に紹介される機器・爆
薬についての検定試験
が実施される。 

爆薬検定試験坑道の建設は大幅に遅れていたものの、
爆薬検定試験に関するプロジェクト活動は、終了時評価
時点においてほぼ当初の予定どおり実施されていた。こ
の試験結果によってセンターはVINACOALに対して、爆
薬の安全レベルを上げるよう提案文書を提出した。 

資料レビュー
 
インタビュー

指標４． 
鉱山救急センターの救
急隊員（約100名）への
救急活動ガイダンスが
実施される。 

鉱山保安センターは酸素呼吸器の整備技術、検定試験
技術については十分な能力をつけたものの、実践的な救
急活動の技術指導に関しては、鉱山救急センター及び各
炭坑の救急隊員に対して指導できるような経験はなく、
実践的な経験については、救急隊員のほうがその経験が
豊富である状況が確認された。従って、日本人専門家か
ら技術指導を受けた鉱山救急センターの職員15名が、そ
の技術を救急センターの救急隊員110名に対し救急活動
及び酸素呼吸器整備技術等の技術を指導した。その結果
現在では、救急センターの職員125名がこの技術を習得
している。 

ワークショッ
プ結果 
 
インタビュー
（C/P, Exp. 
鉱山救急セン
ター） 
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 （阻害要因） 
鉱山保安センターのC/Pは、その役割から救急活動に

ついては実践を経験する機会がないことから、鉱山救急
センター及び各炭鉱の救急隊員への実践的な指導はで
きない。このような状況は、当初から予測できたことで
あったが、計画時に両センターの業務及び役割の整理が
十分でなかったことから、「鉱山保安センターのC/Pが
鉱山救急センターの救急隊員（約100名）への救急活動
ガイダンスが実施される」という指標が設定された。 

 

指標５． 
鉱山保安研修が坑内掘
炭鉱技術者300名以上
に実施される。 

鉱山保安研修は、これまでに延べ3万7,859名の坑内掘炭
鉱スタッフに実施された。その内訳は以下のとおり。 

・技術者   ： 532 
・坑夫    ：32,997 
・鉱山学校学生： 4,330 

資料レビュー

指標６． 
炭鉱ガス安全管理に関
する法体系・組織体系
の改善と近代化に対す
る指導・助言がされる。

「ベトナム炭鉱ガス安全管理法・組織の現状と課題」
は2005年8月に完成した。プロジェクト実施機関である
IMSATは、このレポートを関係する機関の11の部署に送
付し、送付先に対してコメントの返送を2005年10月末と
いう期限を設定して求めている。 
レポートを送付した関係機関は、VINACOAL、工業省

（MOI）、天然資源・環境省（MONRE）、労働・傷病兵
社会福祉省（MOLISA）、クアン・ニン省労働・傷病兵社
会福祉局（DOLISA）であった。 

資料レビュー
インタビュー
（C/P, Exp. 
IMSAT） 

 
３－４ アウトプット達成度 

アウトプット０：センターの運営管理体制が確立される 
鉱山保安センターが2003年3月1日に設立された。設立以降、センターはプロジェクトを通じ

て炭鉱安全管理技術及び組織的能力を確立していることが確認された。 
 
アウトプット１：（C/Pが）炭層ガス包蔵量評価の指導ができるようになる 

炭層ガス包蔵量評価のデータベースが作成され、C/Pは月に3回マオケ炭鉱からサンプルの収
集を続けている。また、C/Pは、モデル炭鉱であるマオケ炭鉱及びその他のクアン・ニン省内の
炭鉱の炭層ガス包蔵量を評価することができるようになっている。さらに、2005年3月には3回
の炭層ガス包蔵量評価研修を通じて、13の炭鉱からの70名の坑内炭鉱技術者に対して講義を行
っていることが確認された。 

 
アウトプット２：（C/Pが）通気網解析に基づく通気管理の指導ができるようになる 

坑内掘炭鉱通気網管理のデータベースが作成され、C/Pはデータの解析及び評価をすることが
できるようになった。インタビューの結果、複数のC/Pが「坑内掘炭鉱通気の管理は、技能を向
上させるために更に多くの経験を積むことが要求される技術である」と認識していることが確

認された。センターでは、「坑内掘炭鉱通気管理技術」を紹介する3日間の研修を、13炭鉱の炭
鉱技術者を対象に2004年5月と8月に実施している。 
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アウトプット３：（C/Pが）炭鉱ガス集中監視の指導ができるようになる 
集中監視システムの運用規則と基準が策定され、これに沿って１日に24時間の監視がなされ

ている。プロジェクトによって集中監視システムがモデル炭鉱であるマオケ炭鉱に導入されて

以来、高温多湿、雷撃、酸性水が原因による不具合が複数回発生した。C/Pへのインタビューの
結果、監視システムがコンピューターによって制御されているため、不具合が発生した際に解

決策を見つけ出すことが難しいことが確認された。これまで、主に2名のC/Pが日本人専門家と
共に定期的にマオケ炭鉱を訪れシステムのチェックを実施してきた。 

 
アウトプット４：（C/Pが）機器防爆試験を実施できるようになる 

センターでつくられた案を基に基準及び標準・品質総局（STAMEQ）によって作成された11
のベトナム公式規格（TCVN）が科学技術省（MOST）によって承認された。この規格に則って、
センターでは電気機器の型式検定を実施し、これまで検定に合格した16の機器に対して型式検
定合格証を発行した。また、VINACOALが坑内用機器の定期的な防爆検定を義務化したことか
ら、センターでは2003年10月から2005年9月までのあいだに2,464回の個別検定サービスを実施し
てきた。日本人専門家へのインタビューの結果、これらの個別機器への定期的な検定試験の要

請に応えるために、C/Pが技術移転半ばで予想以上に忙しくなったことが確認された。 
炭鉱爆薬検定試験坑道の建設工事が遅れ2005年1月に完成したにもかかわらず、センターは４

つのTCVNの作成に貢献し、2005年7月にはこれらの公式規格がMOSTによって承認された。ま
た、C/Pは、爆薬についてガス及び粉塵の安全評価試験を実施している。 

 
アウトプット５：（C/Pが）救護活動技術が指導できるようになる 

救護活動技術は、日本人専門家からC/P及び鉱山救急センターのスタッフに対し移転された。
しかし、C/Pより鉱山救急センターの救急隊員のほうが現場での実践的な救護活動の経験をより
多く有している。事実、救護活動の実践的な経験については、鉱山救急センターや他の炭鉱の

救急隊員よりもセンターのほうが劣っていることが明らかとなった。現在、鉱山救急センター

では125名が救護活動技術を習得し、各炭鉱からの要請に基づき炭鉱救急隊員への研修を実施し
ている。このことは、当初計画されたPDMが、現状に則しておらず適切ではなかったといえる。 

 
アウトプット６：（C/Pが）鉱山保安に関する教育ができるようになる 

センターはこれまでに、124回の保安教育を実施し3万5,000名以上の坑内掘炭鉱技術者、炭坑
夫、鉱山学校学生が研修を受講した。これだけの数値に達した貢献要因として、2003年に
VINACOAL総裁が、前年（2002年）末に1日に2度発生した大事故の直後にセンターに対して「3
ヵ月のうちに全炭鉱労働者を対象に保安教育を実施するよう」要請したことがあげられる。 

 
アウトプット７：VINACOALとの協力の下、炭鉱ガス安全管理に関する法体系・組織体系の改善

と近代化に対する指導・助言ができるようになる 
アウトプット７の指標に基づき、10以上の機関から1,000ページ以上にも及ぶ規則及び組織体

制に係る情報が収集された。関連課題についての研究と検討を目的として、日本人専門家、鉱

山保安センター副所長、IMSAT所長、所長補佐及び当該分野の専門知識をもつ工業省（MOI）及
びVINACOALの定年退職者で構成されるタスク・フォースが設立された。3回のタスク・フォー
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ス会議を経て、2005年8月には報告書「ベトナム炭鉱安全管理に関する法・組織の現状と課題
（日・越・英）」が完成した。インタビュー調査でVINACOAL総裁は、この報告書のなかには、
ベトナム石炭産業界が実施すべき課題及び対策がすべて書かれている、と語っている。 
アウトプットの達成度に係る実績グリッドを以下に示す。 

 

指 標 実 績 情報源 

アウトプット０：センターの運営管理体制が確立される 

指標0-1. 
計画どおりの人員が配置さ
れる。 

配置されたC/Pの人数は、プロジェクト開始時の
11名から終了時評価時（2005年10月現在）には36
名となった。 

投入 
ANNEX 5. 
（C/Pリスト）

指標0-2. 
計画どおりの予算が割り当
てられる。 

ベトナム側によって負担された予算は、「投入」
記載のとおり年々増額している。（３－２－２ 
ベトナム側投入参照） 

投入 
ANNEX 6. 

指標0-3. 
計画どおりの活動が達成さ
れる。 

プロジェクトの活動は、ほぼ予定どおり達成さ
れた。爆薬検定坑道建設については大幅に遅延し
たが、関連する活動は終了時評価時点までにその
予定をほぼ完了した。 

ANNEX 7. 

指標0-4. 
モニタリングが定期的に（年
2回）行われている。 

当初の2年間は、年に2回のモニタリングが実施
されたものの、プロジェクトの3年目からは実施さ
れていない。 

ワークショッ
プ結果 

アウトプット１：炭層ガス包蔵量評価の指導ができるようになる。 

指標1-1. 
炭層ガス包蔵量評価技術の
研修が坑内掘炭鉱技術者に
向けて実施される。 

2005年3月に、炭層ガス包蔵量評価の研修が実施
され、13の坑内掘炭鉱から技術者が参加した。参
加した技術者数は計70名であった。 

ワークショッ
プ結果 
プロジェクト
レポート 

指標1-2. 
マオケ炭鉱により採取され
た試料をもとにベトナムの
規則に準じたマオケ炭鉱の
炭層ガス包蔵量評価データ
ベースが作成される。 

C/Pによってマオケ炭鉱から採取されたデータ
によって、データベースが作成された。現在でも、
C/Pは月3回マオケ炭鉱からデータの採取を続けて
いる。1名のC/Pがこのデータを分析・評価してい
る。 

ワークショッ
プ結果 
プロジェクト
レポート 

指標1-3.（PDMe） 
炭層ガス包蔵量評価技術を
習得したC/Pの人数。 

3名のC/Pが炭層ガス包蔵量評価についての講義
が実施できるようになっており、2005年3月に実施
された3日間の研修で、70名の坑内掘炭鉱技術者に
向けて講義を行った。 

質問票（C/Ps）
インタビュー
（C/P、Exp.）

アウトプット２：通気網解析に基づく通気管理の指導ができるようになる。 

指標2-1. 
坑内掘炭鉱通気管理技術の
研修が、坑内掘り炭鉱技術者
に向けて、1回以上実施され
る。 

坑内掘炭鉱技術者を対象とした3日間の「通気管
理技術」研修が、2回実施された（2004年5月、8
月）。研修には13の炭鉱の技術者が参加した。 

ワークショッ
プ結果 
プロジェクト
レポート 
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指標2-2. 
マオケ炭鉱以外の坑内掘炭
鉱に活用できる通気網デー
タベースが作成される。 

マオケ炭鉱から収集されたデータによって、通
気網データベースが完成している。C/Pは、引き続
き月3回のデータ採取を行っている。1名のC/Pがこ
れらのデータを分析・評価している。 

ワークショッ
プ結果 
プロジェクト
レポート 

指標2-3.（PDMe） 
坑内通気管理技術を習得し
たC/Pの人数。 

2名のC/Pが、モデル炭鉱以外の炭鉱に対しての
坑内通気管理技術を指導することができるように
なっている。 

質問票（C/Ps）
インタビュー
（C/P、Exp.）

アウトプット３：炭鉱ガス集中監視の指導ができるようになる。 

指標3-1. 
ベトナムの規則に準じた坑
内ガスモニタリング・データ
と分析記録が作成される。 

マオケ炭鉱では、集中監視システムの運用規則
と基準が策定され、これに沿って24時間体制で監
視がなされている。また、C/Pはベトナムの規則と
基準に従ってデータを分析している。 

ワークショッ
プ結果 
インタビュー
（C/P、Exp.）

指標3-2. 
マオケ炭鉱から炭鉱ガス集
中監視システムの運用・保守
報告書が定期的に提出され
る。 

集中監視システムの監視記録（日録）が鉱山安
全センターへ提出されている。また、システム運
用者が作成する集中監視システムの運用・保守報
告書がセンターへ定期的に提出されている。 

ワークショッ
プ結果 
インタビュー
（Exp.） 

指標3-3.（PDMe） 
炭鉱ガス集中監視技術を習
得したC/Pの人数。 

モデル炭鉱の集中監視システムはコンピュータ
ーによる制御と、基盤の機能を理解する必要があ
るため、C/Pにとっては、問題が起こったときの対
応が困難な場合があった。これまで2名のC/Pがマ
オケ炭鉱の集中監視システムの管理を担当してい
る。 

質問票（C/Ps）
インタビュー
（C/P、Exp.）

アウトプット４：機器防爆試験を実施できるようになる 

11件のTCVNが策定され、16の電気機器が型式検
定試験に合格した。プロジェクトが2003年に個別
機器検定サービスを実施し始めて以来、これまで
に2,464件の個別検定を実施している。 

ワークショッ
プ結果 
プロジェクト
レポート 

指標4-1. 
作成した防爆検定基準に基
づいてベトナムで使用され
る防爆機器の検定試験が実
施される。 爆薬検定試験坑道の建設工事が遅れ、完成は

2005年1月となったものの、4件のTCVNが策定され
MOSTによって2005年7月承認された。また、C/P
は、依頼を受けて、マオケ炭鉱で使用されている
爆薬について調査を実施した。 

ワークショッ
プ結果 
プロジェクト
レポート 

2名のC/Pが、電気機器のガス炭塵安全の評価技
術を完全に習得している。その他のC/Pは試験技術
を習得した。 

VINACOALが防爆機器の定期検定試験の義務化
を2004年に決定してから、C/Pは機器の個別検定試
験を多数実施することになった。 

指標4-2.（PDMe） 
防爆検定技術を習得したC/P
の人数。 

3名のC/Pが、爆薬のガス炭塵安全の評価技術を
習得した。 

質問票（C/Ps）
インタビュー
（C/P、Exp.）
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アウトプット５：救護活動技術が指導できるようになる。 

指標5-1. 
救護隊訓練が1回以上実施さ
れる。 

鉱山救急センターによって、各炭鉱からの要請
に応じて炭鉱の救急隊員に対して救護隊の訓練を
実施していることが確認された。 

ワークショッ
プ結果 
インタビュー
（C/P、Exp.、
救急隊員） 

鉱山保安センターのC/Pは、酸素呼吸器の検査指
導技術は十分な能力を身につけた、しかしながら
鉱山救急センター及び各炭鉱の救急隊員への救護
活動についての指導はできていなかった。鉱山救
急センターのスタッフ15名は、日本人専門家から
技術移転された救護活動について110名のその他
の救急センタースタッフに指導を実施した。 

質問票（C/P）
 
インタビュー
（C/P、Exp.、
救急隊員） 

指標5-2.（PDMe） 
救護活動の指導技術を習得
したC/Pの人数。 

（阻害要因） 
鉱山安全センターのC/Pは、その役職から実践的

な救急活動の経験をもつ機会がない。 
（貢献要因） 

C/P及び鉱山救急センターの15名の救急隊員は
日本人短期専門家から同時に救護活動の技術移転
を受けていたことから、上述の阻害要因はあった
ものの、救急センターのスタッフによってこの技
術が習得され、救急センターは、他の救急隊員及
び各炭鉱の救急隊員にこの技術を指導することが
できる。 

ワークショッ
プ結果 
インタビュー

アウトプット６：鉱山保安に関する教育ができるようになる。 

指標6-1. 
鉱山保安研修が1回以上実施
される。 

鉱山保安教育は、プロジェクト期間中これまで
に124回実施された。その内訳は以下のとおり。 
・坑内掘炭鉱技術者： 13回 
・坑内掘炭鉱坑夫 ：107回 
・鉱山学校学生  ： 4回 

ワークショッ
プ結果 

指標6-2.（PDMe） 
鉱山保安教育の研修技術を
習得した人数。 

3名のC/Pが、鉱山保安教育を効果的に実施する技
術を習得し、15名のC/Pが研修での講義を実施する
ことができるようになっている。また、10名は研
修用テキストの編集、改定を担当している。 

ワークショッ
プ結果 
質問票（C/P）
インタビュー

アウトプット７：VINACOALとの協力の下、炭鉱ガス安全管理に関する法体系・組織体系の改
善と近代化に対する指導・助言ができるようになる。 

指標7-1. 
関係機関から炭鉱ガス安全
管理に関する法体系・組織体
系の情報が収集される。 

 10以上の関係機関から1,000ページ以上にのぼ
る量の情報が収集された。情報収集した機関は、
MOI、VINACOAL、MOLISA、Petro Vietnam等であ
る。 

ワークショッ
プ結果 
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指標7-2. 
炭鉱ガス安全管理に関する
ベトナムの関連する法体
系・組織体系の改善と近代化
に対する包括的かつ詳細な
検討が実施される。 

 このアウトプットを達成するために、タスク・
フォースが設置された。タスク・フォースのメン
バーは以下のとおり。 

1.井清 武弘（長期専門家） 
2.寺本 二憲（長期専門家） 
3.相波 良行（長期専門家） 
4. Dr. Phung Manh Dac（IMSAT、所長） 
5. Dr. Dao Dac Tao（IMSAT、所長アシスタント） 
6. Mr. Tran Tu Ba（鉱山保安センター、副所長） 
7. Mr. Tran Tan（元工業省職員）  
8. Mr. Do The Anh（元VINACOALマネージャー） 

 
タスク・フォース検討会は、3回開催された（2004

年8月、2004年11月、2005年7月）。この活動の過程
における大きな成果のひとつとして、7,600語の炭
鉱用語が収集され、3ヵ国語で表記された用語集が
編纂された（英語―越語―日本語）。 

ワークショッ
プ結果 
インタビュー
（Exp.） 
 
資料レビュー

注：情報源の項目に記載のANNEXは本報告書付属資料２．ミニッツ（合同評価報告書）のANNEXを指す。 

 
３－５ 実施プロセスにおける特記事項 

３－５－１ PDMの改定 
アウトプット５の救護活動技術に係る技術移転が鉱山保安センターのC/Pを対象としていた

計画は妥当ではなかった。鉱山保安センターのC/Pに加え、鉱山救急センターの救急隊員を技術
移転の対象とすることでアウトプットの達成については問題がなかったが、実態に即してプロ

ジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）が変更されなかったことは改善を要する。技術移
転の対象が鉱山保安センターのC/Pとなった点については、実施前の調査が不十分であった可能
性が要因として考えられる。また、中間評価調査で指摘されたPDMの改定版の案は作成された
ものの、正式な改訂版となっていなかったことが終了時評価調査の過程で判明した。プロジェ

クトとJICA本部及びベトナム事務所の意思疎通が十分ではなかったことが要因として考えられ
る。 

 
３－５－２ アウトプットの追加 
プロジェクト開始後、2001年の合同調整委員会（JCC）でアウトプット７をPDMに追記したこ

とは、プロジェクト実施プロセスにおいて特筆すべき事項であった。これは、プロジェクト目

標達成に効果的であっただけでなく、上位目標達成への準備としても有効であった。プロジェ

クト運営管理の観点から、VINACOALの全面的な支援及びマオケ炭鉱、鉱山救急センターとい
う2つの協力機関の現場での協力は、プロジェクトにとって重要な要素であった。 
実施プロセスグリッドを以下に示す。 
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調査項目 調査項目及び調査結果 情報源 

1.1 計画された技術移転の方法の適切さ 

－ 計画されたアウトプット５は、鉱山安全センターのC/Pが
救護活動の指導をできるようになる、であった。この救護活
動技術は、専門家によってC/Pと同時に鉱山救急センターの
隊員にも移転されていたが、その技術を活用した実践での経
験については、救急隊員の方がC/Pよりも多く積んでおり、
C/Pが救急隊員を＜指導する＞という状況ではなかった。こ
のことから、アウトプット５はプロジェクト目標達成のため
のアウトプットとして適切ではなかった。 
（阻害要因） 

PDMによる計画が策定される過程での調査が十分でなく、
この状況が明確にされていなかった。また、プロジェクト実
施中においても状況が明らかになった時点でのPDMの変更
など適切な対応をとっておくべきであった。 

C/P及びExp. 
（インタビュ
ー）、（質問票）

１ 
技術移転の
方法 

＋ 2001年、プロジェクト開始半年後に開催された第1回JCC
において、「よりよいガス安全管理のための法と組織のシス
テム」について議論され、アウトプット７としてPDMに追加
されることが決定された。このことは、現在ではアウトプッ
ト７の活動がプロジェクト目標への貢献だけでなく、今後の
上位目標達成のためにも重要な条件となっていることから
も、実施プロセスにおける特筆すべき判断であったと評価で
きる。 

プ ロ ジ ェ ク
ト・レポート 
インタビュー 

2.1 モニタリング活動とモニタリング結果の計画されたPO/PDM
への反映 
＋ プロジェクトでは、専門家とC/Pの双方による中間評価の

際に実施したワークショップでのモニタリングは定期的に
は実施してこなかった。しかしながら、プロジェクトで開催
してきた月例会議によって活動の進捗状況はモニタリング
されていたというのがプロジェクト関係者の意見であった。 

２ 
モニタリン
グ活動の実
施とその結
果 

－ 中間評価後、PDMの改定が評価での指摘を受けて検討され
たものの、正式な署名をもっての改定には至らなかった。 

C/P及びExp. 
（質問票） 
（インタビュ
ー） 

3.1 コミュニケーションを難しくしていた要因 ３ 
C/P及び専門
家の間のコ
ミュニケー
ションの適
切さ 

－＋ 
 

質問票によれば、C/Pと専門家の何名かが、コミュニケー
ションを阻害した要因として英語能力の不足が彼らの相互
理解を難しくしていたと回答した。プロジェクトは、対応策
として技術移転のための日―越通訳を雇うことや、ベトナム
側による夜間の英語クラス開催などが実施されており、対応
がされてきた。その結果、まだ難しい状況は残っているもの
の、現在では何名かのC/Pの英語能力は、中間評価時より向
上していることも認められた。 

C/P及びExp. 
（質問票） 
（観察） 
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4.1 VINACOAL（プロジェクトの監督機関）のプロジェクト支援
の適切さ 

４ 
プロジェク
トの運営管
理体制 

＋ C/P及び専門家によれば、VINACOALは総合的にプロジェ
クトの重要性を十分理解している、という認識であった。当
初の予定どおり、VINACOALは本プロジェクト実施中である
2003年3月に鉱山安全センターを設立した。また、センター
の新家屋建設が決定され、現在では土地取得が完了し、建設
場所では土台の工事が開始されている。 
VINACOALでは2003年に義務化した規則に従い、坑内用機器
防爆の定期検査を傘下のすべての炭鉱に導入するなど、プロ
ジェクトの活動と連動して組織の規則の強化も図っている。 

C/P及びExp. 
（質問票）、 
（インタビュ
ー） 

4.2 MOIのプロジェクト支援の適切さ 

＋ MOIについても、プロジェクトに対する支援体制があっ
た。特に鉱山安全センターの新家屋建設の承認と土地取得及
び建屋建設の費用はMOIとVINACOALによって負担がされ
ている。 

C/P及びExp. 
（質問票）、 
（インタビュ
ー） 

4.3 JICA本部とJICAベトナム事務所の支援の適切さ  

＋－ JICAは供与機材に不具合が発生した際、短期専門家の派遣
と日本での機材修理については迅速に対応していた。他方、
意思の疎通については、プロジェクトとJICAとの間でのコミ
ュニケーション不足によって相互理解が困難な場合があっ
た。 

専門家 
（質問票） 
（インタビュ
ー） 

5.1 鉱山保安センター及びIMSATの参加度 ５ 
関係機関の
プロジェク
トへの参加
度 

＋ IMSATはプロジェクトの実施機関として、2003年3月に鉱
山保安センターを設立した。以後、センターの主体的な参加
により、プロジェクト活動の運営管理及びガス安全技術の向
上が実施されてきた。このような状況から、鉱山保安センタ
ー及びIMSATのプロジェクトへの参加度は非常に高かった
と判断できる。 

C/P及びExp. 
IMSAT 
（質問票） 
（インタビュ
ー） 
 

5.2 マオケ炭鉱及び鉱山救急センターの協力機関としての参加度 

 

＋ マオケ炭鉱及び鉱山救急センターの協力機関としての参

加度は高い。マオケ炭鉱は、集中監視システムのオペレータ

ー及び保守・管理の技術者をプロジェクトのために配置して

きた。また、センターのC/Pによるシステムの設計段階から、
炭層ガス包蔵量調査、通気網のデータ収集等のプロジェクト

活動にも全面的な協力体制が取られている。 
 鉱山救急センターでは救護活動に係る短期専門家を受け

入れ、技術移転の場として機能してきた。 

C/P及びExp. 
マオケ炭鉱、鉱
山救急センタ
ー 
（質問票） 
（インタビュ
ー） 
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第４章 評価結果 
 
４－１ 5項目ごとの評価 

４－１－１ 妥当性 
妥当性はきわめて高い。 
プロジェクト目標及び上位目標は、プロジェクトのターゲット・グループ＜鉱山保安センタ

ー職員＞のニーズ、及びベトナム政府の政策とも一致していた。 
2004年の石炭生産実績は2,545万6,000tであり、首相承認の「ベトナム石炭開発マスタープラン

2003年－2010年、2020年への展望」）で策定された2010年の計画値2,494万6,000tをはるかに上回
った。また坑内掘りの比率も、2004年の36％から2010年には59％へと更に増加する見込みであ
る。従って、炭鉱安全管理技術の重要性はかつて予想された以上に増大している。 

 
４－１－２ 有効性 
有効性はきわめて高い。 
8つのアウトプットがプロジェクト目標の達成に直接貢献しており、プロジェクト終了時には

達成される計画であることが確認された。プロジェクト目標の達成に貢献した要因としてベト

ナム側関係者の強い主体者意識があげられる。 
 
４－１－３ 効率性 
効率性は高い。 
例外として爆薬検定坑道の建設、坑内ガス集中監視システムのモデル炭鉱への導入の遅れは

あったものの、プロジェクト活動のための、ほぼすべての投入は計画どおりであった。 
C/Pへのインタビューでは、ほとんどの機材は効率的にプロジェクト活動に活用されていると

のことであった。しかし、ひとつの機材に日本語ソフトウエアがインストールされていたこと

から、英語のマニュアルを使って日本語の画面で操作する必要があり効率的でなかったという

回答があった。またいくつかの機材については、ベトナムで代理店を見つけることができるな

ら、ベトナムで調達がされるべきであったとの回答もあった。センターやモデル炭鉱が、故障

時の修理やスペアパーツの調達等、海外との連絡に不慣れであることが主な理由であるが、輸

入に制限のあるベトナムの事情が考慮され、本邦調達のみでなく現地調達の可能性も十分に調

査されるべきであった。 
 
４－１－４ インパクト 
上位目標の達成へプロジェクトの実施が与えた影響については、プロジェクト期間が5年間に

過ぎず上位目標達成までまだ5年以上もあることから、その達成をみるには更に時間が必要であ
る。しかしながら、ベトナム石炭公社（VINACOAL）では、2003年10月から坑内用機器の防爆
試験を義務化し、工業省（MOI）に対しその義務化の必要性を提案しているなど、プロジェクト・
デザイン・マトリックス（PDM）にある上位目標の指標に照らして、実績が既に現れているこ
とも確認された。 
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４－１－５ 自立発展性 
鉱山保安センターの現在の運営管理体制は、プロジェクトによって達成されたアウトカムを

自立的に維持する能力があると思われる。VINACOAL総裁へのインタビューでは、VINACOAL
は今後も鉱山保安センターへの支援を継続する旨が確認された。センターの財政的自立発展性

は、調査によれば電気機器や爆薬の個別防爆検定試験の依頼件数が2年足らずで15倍となり、さ
らに増加を続けていることから、独自の収入はまだ30％程度であるものの増加傾向にあること
を確認した。また、MOI及びVINACOALはセンターの新ビル及び土地取得に係る予算をセンタ
ーに配分している。技術的観点からは、ほとんどのC/Pは基本的な炭鉱ガス安全管理技術の知識
と技能を習得し、既にモデル炭鉱以外の炭鉱にもそのサービスを提供し始めていることから、

自立的に発展していける能力は十分あると判断できる。 
 
４－２ 結論 

本プロジェクトは既にプロジェクト目標のほとんどを十分に達成し、半年後の終了時には炭鉱

ガスの安全管理に必要な技術（プロジェクトで当初想定した技術）が移転され成功裏に終了する

ことが期待できる。従って、当初予定どおり、2006年3月31日に終了することが適当である 
鉱山保安センターにはそれらの技術が移転されていることが確認された。また、救護技術につ

いては鉱山救急センターの隊員にその技術が移転されるなど、プロジェクト実施のなかで当初設

計に縛られることなく現状に即した形で適材適所に技術が移転されたことは、自立発展の上でも

大きく評価できる。 
本プロジェクトを実施してからこれまでの間、派遣されている専門家の努力のみならず、ベト

ナム側の強い当事者意識、主体性により、ベトナムの炭鉱セクターにおける安全に関する意識の

向上はめざましいものがあったと判断され、今後もプロジェクトの成果をベトナム側が発展させ、

本プロジェクトを通じ移転された技術を他の炭鉱に普及することが十分に期待できる。 
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第５章 提言と教訓 
 
５－１ 提言 

（１）ガスモニタリングシステムの普及 
プロジェクトを通じ、協力機関であるマオケ炭鉱にはガスモニタリングシステムが導入さ

れている。このシステムは坑内におけるガスに起因する災害の防止に貢献しているが、プロ

ジェクトの成果をベトナム全国に展開するためにはベトナム側が同種のシステムを他の炭坑

へも設置することが望まれる。 
 
（２）安全管理技術の発展 

ガス管理は鉱山保安技術のひとつに過ぎない。安全管理技術を発展させるために、ベトナ

ム側が今後出水、落盤、防爆、坑内火災等への対応策の検討を継続する必要がある。 
 
５－２ 教訓 

（１） 機材調達 
プロジェクトにおいて、供与された機材のほとんどは適切であったが、一部ベトナム人が

使用するには言語的な面から難易度が高い機材があった。本プロジェクトでは専門家の指導

により対応をしていたが、負荷がかかる作業となった。原因のひとつとして、機材選定時の

基準設定が不十分だったことが想定される。同様の問題を回避するためには、各プロジェク

トにおいて調達に対し十分な知識を有した人材が規格を発注する前に確認することが望まれ

る。 



付 属 資 料 

 

１．評価調査結果要約表（英語） 

 

２．ミニッツ（合同評価報告書） 

 

３．評価グリッド 
 



 

 

１．評価調査結果要約表（英語） 
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Summary of Evaluation result 

1. Outline of the Project 

Country : Socialist Republic of Vietnam Project Title : Coal Mine Firedamp Gas Management Center 
Project 

Issue / Sector : Mining Cooperation Scheme : Technical Cooperation Project 
Division in Charge : JICA Vietnam Office Total Cost (at the time of Evaluation) : 800 Million yen 

Partner Country”s Implementation Organization :  
Institute of Mining Science and Technology (IMSAT)  Cooperation 

Period 
From April 1, 2001  
to March 31, 2006 Supporting Organization in Japan :  

Japan Coal Energy Center (JCOAL) 
1-1. Background of the Project 

The government of Vietnam aims safety secured coal mine operation and maintenance and more coal 
production which meets the export demand in “Five year National Economy Development Plan (1996-2000). 
Also, “Coal Development Master Plan (1995-2000) estimates 15 million tons of coal production through the 
increase of production volume from 9.2 million tons (1996). In order to respond to this rapid increase of production 
volume, Vietnam is shifting the production method from open pit mining to underground mining. Currently, 40% of 
coal produced in Vietnam is from underground mines. 

On the other hand, explosion caused by mine firedamp gas in underground coal mines leads to frequent 
disasters.  

In order to solve this problem, in August 1998, the Vietnamese government requested the Japanese 
government for technical cooperation whose purpose is the improvement of mine safety technology in the 
Vietnamese coal mine sector through the following actions : 
 1. Analysis and establishment of safety management standards and regulations for the management of 
explosive gas generation and the explosion-proof evaluation for the equipment utilized in underground coal 
mines. 
 2. Establishment of coal mine gas safety management center with modern facilities for the management of 
explosive gas generation and the explosion-proof evaluation. 
 3. Improvement of the ability of Vietnamese staff for the safety management of explosive gas and the 
explosion-proof evaluation. 
 
2．Project Overview 

(1) Overall Goal 

   The safety technology is enhanced and disseminated in the Vietnamese coal industry. 
(3) Project Purpose 

   Technical services concerning the coal mine firedamp gas safety management are offered to the 
Vietnamese coal industry by the Mine Safety Center.  

(4) Outputs 

0) The Center establishes the management system. 
1) The Center acquires the ability to guide the in-situ gas content in coal seams evaluation technology. 
2) The Center acquires the ability to guide the underground mine ventilation control technology based on 

the ventilation network analysis. 
3) The Center acquires the ability to guide the underground mine monitoring technology. 
4) The Center acquires the ability to execute the explosion-proof performance evaluation. 
5) The Center acquires the ability to guide the rescue activity technology. 
6) The Center acquires the ability to extend the education and training concerning the mine safety. 
7) The Center in cooperation with VINACOAL acquires the ability to give consultation and advice on 

improvement and modernization of legal and organizational systems on coal mine firedamp gas safety 
management. 
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(5) Inputs（at the time of Evaluation） 

(Japanese side) 
1) Long Term Experts : 8 experts in total        2) Short Term Experts : 43 experts in total 
3) C/P Training in Japan : 22 C/Ps            4) Provision of Equipments : equivalent 369.5 million yen 

      5) Support for local cost expenditure 
 
(Vietnamese side) 
      1) C/P allocation : 36 C/Ps in total (23 of them are C/Ps in technical fields.) 
      2) Provision of land, facilities, Project office, land for explosion-proof performance evaluation bord 
      3) Budget expenditure : Approximately 730 thousand US$  

(Salary, equipments, International telecommunication fee, fuel fee for Project vehicle, etc.) 
2. Evaluation Team 

Team 
Members 

(1) Leader : 
(2) Technical Transfer 
Evaluation :  
(3) Evaluation of Coal Mine 
Safety Management : 
 
(4) Cooperation Planning : 
 
(5) Evaluation Analysis : 

Fumio Kikuchi, Resident Representative, JICA Vietnam Office 
Mr. Atsushi Takekawa, Mine Safety Division, Nuclear and Industrial 
Safety Agency, Ministry of Economy, Trade and Industry 
Mr. Masakazu IKENAGA, Internal Affaires, Planning and 
Coordination, resources Department, Japan Coal Energy Center 
(JCOAL) 
Tomoni Adachi, Group II, Economic Development Department,  
JICA  
Yoshiko TAKAHASHI, CSJ Co., Ltd. 

Period 9th October, 2005 – 27th October, 2005  Type of Evaluation : Final Evaluation 
3. Summary of Evaluation 

3-1 Summary of Evaluation Result 

(1) Relevance 
Relevance is extremely high. The Project Purpose and Overall Goal are consistent with the needs of Target 

Group (Technical staffs of Mine Safety Center) and the policy of Vietnamese government. The actual coal 
production in 2004 largely surpassed the planned coal production of 2010 in the “Master Plan of Coal Industry 
Development 2003-2010, Vision to 2020” (Prime Ministers approval 20/2003/QD-TTg). And the ratio of 
underground coal mines will increase. Thus the importance of Mine Safety Management technology is 
increasing more than expected previously.  

 
(2) Effectiveness 

Effectiveness is extremely high. Eight (8) Outputs contributed to achieve Project Purpose directly and Project 
Purpose is likely to be achieved by the end of the Project as planned. One of the factors that contributed to 
achieve Project Purpose was Vietnamese strong ownership of the Project. 

 
(3) Efficiency 

Almost all the Inputs from both sides were as planned, except the delay of installation of the underground 
monitoring system and the permissible explosives test gallery. 
According to the interview to the counterparts, most of the equipments have been utilized for the Project 
activities efficiently. One of the equipments provided by Japan containing Japanese language software, the 
counterparts had to operate with Japanese screen and English manuals. 
Some equipment should be purchased in Vietnam, if it’s possible to find agency in Vietnam. The main reason is 

that the C/Ps do not have enough experience in corresponding with foreign companies in case of trouble of 
equipment or procurement of spare parts, but it was still necessary to seek the possibility of not only the import 
from Japan but also local procurement in considering the import restriction.  
 
(4) Impact 

Since the duration of the Project is only five (5) years, more time is needed if Overall Goal is fully achieved. 
However, some performances on Objectively Verifiable Indicators of Overall Goal have been observed like 
that VINACOAL has made explosion-proof performance evaluation of equipments for underground 
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compulsory and proposed MOI the necessity of the mandatory evaluation. 
 
(5) Sustainability 

The present management system of the Center is effective to sustain the outcomes of the Project. According 
to the interview to CEO of VINACOAL; as the Supervising Agency of the Project, VINACOAL committed to 
support the Center continuously. In terms of financial viability of the Center, recently the number of requests for 
explosion-proof performance evaluation test has been increasing. MOI and VINACOAL allocated the budget 
for the construction of the new building. In terms of technical aspect, most of the counterparts have acquired 
basic skills and knowledge on gas safety management technologies and they started to provide technical 
services to the other coal mines.  

 
3-2 Conclusion 

The Project has already achieved almost all the Project Purpose sufficiently. It is expected to be completed 
successfully with the transfer of necessary technologies for coal mine gas safety management originally 
planned in the Project. 

It was verified that coal mine safety center has already acquired almost the all technologies. Also, the 
technology transfer in the field of rescue activity was conducted to the staff of rescue center. it is appreciated to 
have conducted the technology transfer not limitedly by the original plan but based on the real situation, to right 
persons and organization. 

And the improvement of security sense of the persons and organizations concerned due to not only the 
Project activities but also the ownership of Vietnamese side will be valued very highly. The Vietnamese side 
appears to have enough capability to pursue the outcome of the Project after the completion of the Project. 

From the viewpoint of Overall Goal, in order to accomplish safety management of coal mines, it would be 
necessary to establish countermeasures for multiple safety management of not only firedamp gas but also 
other many risk factors such as spontaneous combustion, mine fire, water inrush, underground rock pressure 
and so on. 

 
3-3 Recommendation 

(1) Dissemination of the gas monitoring system 
Through the Project, the underground mine gas monitoring systems have been installed to Mao Khe coal 
mine, the cooperation agency of the Project. This system can contribute to the prevention of disasters caused 
by the gas in underground coal mines. In order to spread the achievement of the Project across the country, it 
is hoped that the Vietnamese side could install this kind of system to underground coal mines as many as 
possible and as soon as possible. 
 
(2) Development of all safety technologies  
Gas management is only one part of all necessary technologies for the safety of coal mining sector. In order to 

develop the safety technologies, the Vietnamese side should continuously consider the countermeasures for 
such as water inrush, underground rock pressure, safety blasting, underground fire and so on.  

 
3-3 Lessons Learned 
(1). Procurement of Equipment 
Through the Project, almost all of the equipments JICA procured are appropriate, but some of them had 

difficulty in the aspect of language for the utilization by Vietnamese persons. It is considered one cause that the 
specifications to procure the equipment were incomplete. In order to prevent same kind of mistake, it is one of 
the most effective methods that the persons who have enough experience for procurement of equipment in 
sector related to each project should check the specifications in advance of order. 
 

(2). Plan and Implementation of project 
Detail investigations are essential to make the plan of a project prior to the commencement of the project. But 

it is very difficult to conduct a survey completely in advance. In order to implement a project in line with the 
actual situation, if some change of the process or plan of the project are needed after the Project start, the 
related agency should discuss and modify the plan including PDM immediately. 
 

(3). Implementation of PCM workshop  
It is very effective and efficient to implement PCM workshop within six (6) months after the commencement of 

project in order to grasp the gap between the original plan and current situation. 
 





































































































































































 

評価グリッド：ベトナム社会主義共和国炭鉱ガス安全管理センタープロジェクト（終了時評価） 
１．実績 

調査項目 
評価設問 

目標 指標 ・ 追加調査項目 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法

調査結果 
(国内準備作業

による） 

１．2010年までに、すべての坑内堀炭鉱におい
てベトナム炭鉱安全規則で規定しているメタン
ガス管理対策技術と電気機器・防爆技術が普
及される 
 

・目標達成の見込
み 

各坑内堀炭鉱での、メタンガス管
理対策技術と電気機器防爆技術
の使用状況(使用割合） 

VINACOAL の
保安日誌 

・資料レビュー 
・インタビュー 

 

２．2010年までに、機器防爆試験が義務化さ
れる 

・目標達成の見込
み 

義務化の有無 VINACOAL 又
はMOIの防爆
検 定 試 験 義
務化に関する
通達・法規 
 

・資料レビュー 
・インタビュー 

 

上 位 目 標 の
達成見込み 

上位目標 
 
｢ベトナム石炭産業界における
保安技術の向上と普及が図ら
れる」 

３．救護活動指導及び鉱山保安研修が定期
的に行われるようになる 

・目標達成の見込
み 

炭鉱ガス安全管理センターによる、
定期的研修実施システムの有無 

炭鉱ガス安全
管理センターの
訓練及び研修
実施状況 
 
 

・資料レビュー 
・インタビュー 

 

１．炭鉱ガス安全集中監視技術の技術サービ
スがベトナム石炭公社傘下の炭鉱へ提供され
る 

・プロジェクト開始前
後の比較 

・目標達成の見込
み 

サービス内容、 
各サービスの年度別提供回数、状
況 
 
提供された技術サービスの満足度
 
 

提供した技術
サービスの報告
書 
 
ユーザー 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

２．炭層ガス包蔵量及び通気網のデータ・ベー
スを活用した情報が、坑内掘炭鉱に提供され
る 

・プロジェクト開始前
後の比較 

・目標達成の見込
み 

 
 

提供されている情報、提供先炭鉱
名、提供年月日 
 
提供されたサービスの満足度 

情 報 提 供 記
録 
 
ユーザー 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

プロジェクト目
標の達成度 

プロジェクト目標 
 
「以下の7項目を中心とした炭
鉱ガス安全管理技術がベトナム
石炭産業界に導入される 
１．炭層ガス包蔵量評価 
２．通気網解析に基づく通気管

理 
３．炭鉱ガス集中監視技術 
４．機器防爆試験 
５．救護活動技術 
６．鉱山保安に関する教育 
７．炭鉱ガス安全管理に関する

法体系・組織体系の改善と
近代化 

 
 

３．ベトナムの坑内堀炭鉱に紹介される機器・
爆薬についての検定試験が実施される 

・プロジェクト開始前
後の比較 

・目標達成の見込
み 

 
 
 

機器防爆検定試験実績 
爆薬検定試験実績 
 
検定試験の満足度 

検 定 試 験 結
果報告書 
(リストあり） 
ユーザー 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 



 

調査項目 
評価設問 

目標 指標 ・ 追加調査項目 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法

調査結果 
(国内準備作業

による） 

４．鉱山救急センターの救急隊員(約100名）へ
の救急活動ガイダンスが実施される 

・目標達成の見込
み 

救急活動ガイダンスの実施人数、
回数、内容 
 
救急活動ガイダンスの満足度 

指導受講者リ
スト 
実施報告書 
 
鉱山救急セン
ター 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

５．鉱山保安研修が坑内堀炭鉱技術者300
名以上に実施される 

・目標達成の見込
み 

研修実施炭鉱名、受講技術者
数、研修内容 
 
鉱山保安研修の満足度 
 

研修受講者リ
スト(リストあり）
 
研修受講者 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

  

６．炭鉱ガス安全管理に関する法体系・組織
体系の改善と近代化に対する指導・助言がで
きるようになる 
 
 
 
 

 タスクフォース活動による提言・助
言実施状況 

 ・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

0-1. 計画どおりの人員が配置されている ・期間内の数値の
推移 

配置人数の推移、充足状況 人 員 配 置 一
覧表 
 

・資料レビュー  

0-2. 計画どおりの予算が割り当てられている ・期間内の数値の
推移 

予算金額の推移、充足状況 予算計画及び
実績報告 
 

・資料レビュー  

0-3. 計画どおりの活動が達成されている ・計画に対する活
動達成状況 

活動達成表 活 動 計 画 書
及び実績報告
(ワークショップ
結果） 

・資料レビュー  

アウトプット０ 
 
「センターの運営管理体制が確
立される」 

0-4. モニタリングが定期的（年2回）行われてい
る 

・モニタリング実施状
況 

モニタリング実施日時、内容、モニタ
リング結果の活用状況 

モニタリング報
告書 
(半期進捗報
告書） 
 

・資料レビュー  

各アウトプット
の達成度 

アウトプット１ 
 
「炭層ガス包蔵量評価の指導
ができるようになる」 

1-1. 炭層ガス包蔵量評価技術の研修が坑
内堀炭鉱技術者に向けて実施される 

・プロジェクト開始前
後の比較（C/Pの
技術） 

・目標達成の見込
み 

 

研修実施回数、受講技術者人数 研 修 実 施 記
録 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 



 

調査項目 
評価設問 

目標 指標 ・ 追加調査項目 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法

調査結果 
(国内準備作業

による） 

1-2. マオケ炭鉱により採取された試料をもとに
ベトナムの規則に準じたマオケ炭鉱の炭層ガス
包蔵量評価データベースが作成される 

・プロジェクト開始前
後の比較（C/Pの
技術） 

・目標達成の見込
み 

炭層ガス包蔵量データベース、通
気網データベースの有無、データ
数、管理状況 

採 取 試 料 分
析記録 
炭層ガス包蔵
量評価データ
ベース 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

技術を習得したC/Pの人数/全数 
・炭層ガス包蔵量評価技術 
・炭層ガス包蔵量評価技術の指導技術 
 
 

・習得人数の推移 C/Pの技術習得人数 
 
C/Pの能力向上と自己評価 

C/P 
 
C/P 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

2-1. 坑内掘炭鉱通気管理技術の研修が、
坑内掘炭鉱技術者に向けて、1回以上実施さ
れる 

・プロジェクト開始前
後の比較（C/Pの
技術） 

・目標達成の見込
み 

研修実施回数、受講技術者人数 研 修 実 施 記
録 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

2-2. マオケ以外の坑内掘炭鉱に活用できる
通気網データベースが作成される 

・プロジェクト開始前
後の比較（C/Pの
技術） 

・目標達成の見込
み 

通気網データベースの有無、内容 通気網データ
ベース 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 
（ 技 術 団 員 担
当） 

 

アウトプット２ 
 
「通気網解析に基づく通気管理
の指導ができるようになる」 

技術を習得したC/Pの人数/全数 
・坑内掘炭鉱通気管理技術 
・坑内掘炭鉱通気管理技術の指導技術 
・通気網データベース作成技術 
 
 

・習得人数の推移 C/Pの技術習得人数 
 
C/Pの能力向上と自己評価 

C/P 
 
C/P 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

3-1. ベトナムの規則に準じた坑内ガスモニタリ
ングデータと分析記録が作成される 

・プロジェクト開始前
後の比較（C/Pの
技術） 

・目標達成の見込
み 

分析記録内容、分析記録頻度 坑内ガスモニタ
リングデータ、
解析記録 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 アウトプット３ 
 
「炭鉱ガス集中監視の指導がで
きるようになる」 

3-2. マオケ炭鉱から炭鉱ガス集中監視システ
ムの運用・保守報告書が定期的に提出される

・プロジェクト開始前
後の比較（C/Pの
技術） 

・目標達成の見込
み 

 
 
 

運用・保守報告内容、報告頻度 運用・保守報
告書 
(申し継ぎノー
ト、監視日誌）

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 



 

調査項目 
評価設問 

目標 指標 ・ 追加調査項目 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法

調査結果 
(国内準備作業

による） 

技術を習得したC/Pの人数/全数 
・炭鉱ガス集中監視技術 
・炭鉱ガス集中監視技術の指導技術 

・習得人数の推移 C/Pの技術習得人数 
マオケー炭鉱の技術習得者数 
 
技術習得者の能力向上と自己評
価 

C/P 
オペレーター、
他 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

4-1. 作成した防爆検定基準に基づいてベトナ
ムで使用される防爆機器の検定試験が実施さ
れる(実施回数） 

・プロジェクト開始前
後の比較（C/Pの
技術） 

・目標達成の見込
み 

科 学 技 術 省 標 準 ・ 品 質 総 局
（STAMEQ）承認状況 
 
炭鉱爆薬検定試験法(ガス安全
度、炭じん安全度、殉爆性） 
 
電気雷管検定試験法(ガス安全
度、威力試験、耐水試験、抵抗
試験） 

作成した防爆
検定基準 
炭 鉱 防 爆 等
検 定 試 験 法
(資料あり） 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 アウトプット４ 
 
「機器防爆試験を実施できるよ
うになる」 

技術を習得したC/Pの人数/全数 
・炭鉱爆薬検定試験法 
・電気雷管検定試験法 
 
 

・習得人数の推移 C/Pの技術習得人数 
 
C/Pの能力向上と自己評価 

C/P 
 
C/P 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

5-1. 救護隊訓練が1回以上実施される ・プロジェクト開始前
後の比較（C/Pの
技術） 

・目標達成の見込
み 

 

実施年月日、指導者名（C/P）、
参加者人数、指導内容、指導結
果、改善点、等 

救 護 隊 訓 練
用 カ リ キ ュ ラ
ム、テキスト 
救 護 隊 訓 練
実施記録 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 アウトプット５ 
 
「救護活動技術が指導できるよ
うになる」 

技術を習得したC/Pの人数/全数 
・救護活動技術 
・救護活動技術の指導技術 

・習得人数の推移 C/Pの技術習得人数 
鉱山救急センター隊員の技術習
得者数 
 
技術習得者の能力向上と自己評
価 

C/P 
鉱山救急セン
ター 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

アウトプット６ 
 
「鉱山保安に関する教育ができ
るようになる」 

6-1. 鉱山保安研修が1回以上実施される ・プロジェクト開始前
後の比較（C/Pの
技術） 

・目標達成の見込
み 

 
 
 

実施年月日、指導者名（C/P）、
参加者人数、指導内容、指導結
果、改善点、等 

鉱 山 保 安 研
修用カリキュラ
ム、テキスト 
鉱 山 保 安 研
修実施記録 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 



 

調査項目 
評価設問 

目標 指標 ・ 追加調査項目 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法

調査結果 
(国内準備作業

による） 

技術を習得したC/Pの人数/全数 
・鉱山保安教育技術 

・習得人数の推移 C/Pの技術習得人数 
 
C/Pの能力向上と自己評価 
 

C/P ・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

7-1. 関係機関から炭鉱ガス安全管理に関す
る法体系・組織体系の情報が収集される 

・プロジェクト開始前
後の比較（C/Pの
技術） 

・目標達成の見込
み 

成果品 収 集 資 料 分
析結果、「ベト
ナム炭鉱安全
管理に関する
法・組織の現
状と課題草案
４」（目次あり）

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

7-2. 炭鉱ガス安全管理に関するベトナムの関
連する法体系・組織体系の改善近代化に対
する包括的かつ詳細な検討が実施される 

・プロジェクト開始前
後の比較（C/Pの
技術） 

・目標達成の見込
み 

検討会開催年月日、検討内容 
 
 
検討会参加者のコメント 

検討資料、 
関係機関との
検討記録(議
事録） 
 
検 討 会 参 加
者 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

アウトプット７ 
 
「VINACOALとの協力の下、炭
鉱ガス安全管理に関する法体
系・組織体系の改善と近代化
に対する指導・助言ができるよう
になる」 

技術を習得したC/Pの人数/全数 
・情報収集、分析、草案作成技術 
・検討会参加者 
・指導/助言 

・習得人数 C/Pの技術習得人数  ・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 

 

活 動 の 達 成
状況 

各活動の達成状況 POの詳細活動計画達成度 ・計画(PO)との比較 活動達成度 モニタリング報
告書 
ワークショップ結
果 

・資料レビュー 

・ワークショップ 

 

ベトナム側投入実績 C/P配置、 
施設・建物・設備、 
機材 
ローカルコスト、等 
 
 
 

・実績、計画との比
較 

・各投入実績(年度別） ・プロジェクト資
料 

・資料レビュー 
・観察 

 投入 

日本側投入実績 専門家派遣（長期・短期）、 
カウンターパート研修、 
機材供与、 
ローカルコスト負担、等 
 
 

・実績、計画との比
較 

・各投入実績(年度別） ・プロジェクト資
料 

・資料レビュー 
・観察 

 

 



 

評価グリッド：ベトナム社会主義共和国炭鉱ガス安全管理センタープロジェクト（終了時評価） 
２．実施プロセス 

評価設問 

大項目 中項目 小項目 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法 

調査結果 

（国内準備作業による） 

1.1 
技術移転の方法 

1.1.1 
計画された技術移転の方法に問題
はなかったか 

・計画と実際 ・技術移転方法で生じた問題点、
改善点、変更点 

・C/P、専門家 ・プロジェクト報告書 
・質問票 
・インタビュー 
 

 

1.2.1 
プロジェクトの意思決定過程は妥当
だったか 

・妥当性、適切性 ・プロジェクト定例会議等の議題 
・会議出席者 
・意思決定の過程 

・C/P、専門家 ・プロジェクト報告書 
・質問票 
・インタビュー 
 

 

1.2.2 
モニタリングは定期的に実施され、そ
の結果が計画や活動にフィードバック
されたか 
(計画、活動の変更等） 
 

・妥当性、適切性 ・モニタリング実施状況 
・計画・活動（PDM/PO)へのフィー
ドバック 

・C/P、専門家
・モニタリング報
告書 

・プロジェクト報告書 
・質問票 
・インタビュー 

 

1.2.3 
C/P・専門家・マネージャー等のあい
だの連携に問題はなかったか 
 
 

・妥当性、適切性 ・プロジェクト内のコミュニケーション
を阻害した要因の有無 

・連携を阻害した要因の有無 

・C/P、専門家 ・プロジェクト報告書 
・質問票 
・インタビュー 

 

1.2.4 
上部機関のマネジメント及びサポー
トの適切性 

・妥当性、適切性 ・JICA事務所・JICA本部、工業
省 、 ベ ト ナ ム 石 炭 公 社
（VINACOAL）、鉱山安全技術
研究所（IMSAT）からのサポート
状況（予算、助言、問題への対
応等） 

 

・C/P、専門家
・JICA担当者
・MOI担当者 
・VINACOAL 
・IMSAT 

・プロジェクト報告書 
・質問票 
・インタビュー 

 

1.2.5 
協力機関(マオケ炭鉱、鉱山救急セ
ンター、ケーウオム爆薬試験場）の協
力の妥当性及び適切性 

・妥当性、適切性 ・マオケ炭鉱のモデル炭鉱としての
取り組み等 

・鉱山救急センターの協力体制 
・ケーウオム爆薬試験場の協力体
制 

 

・マオケ炭鉱 
・鉱山救急セ
ンター 

・ケーウオム爆
薬試験場 

・プロジェクト報告書 
・質問票 
・インタビュー 

 

１． 
実施プロセスの
妥当性 

1.2 
プロジェクトのマネジ
メント体制 

1.2.6 
日本側国内支援委員会のサポート
の適切性 

・妥当性、適切性 ・国内支援委員会の支援状況 ・C/P、専門家
・JICA担当者

・プロジェクト報告書 
・質問票 
・インタビュー 
 
 

 



 

評価設問 

大項目 中項目 小項目 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法 

調査結果 

（国内準備作業による） 

1.3.1 
関係者のプロジェクトのスキーム（技
プロ）及びPDMの理解度 
 

 ・実施者（C/P・専門家）、関係者
のプロジェクト理解度（スキーム、
PDM等） 

・C/P、専門家
・実施機関関
係者 

・質問票 
・インタビュー 

 1.3 
実施者・関係者の
プロジェクト認識 

1.3.2 
C/P/実施機関の主体性（オーナー
シップ） 
 

 ・主体的に実施していたのは誰か ・C/P、専門家 ・質問票 
・インタビュー 

 

1.4 
プロジェクトへの参
加度 

1.4.1 
ターゲットグループ(鉱山保安センター
技術者）及び関係機関の参加度 
 

 ・ターゲットグループが参加した活
動 

・関係機関が参加した活動 

・C/P、専門家 ・質問票 
・インタビュー 

 

2.1.1 
プロジェクト内部で生じている問題
等 
 

 ・プロジェクト実施に影響を及ぼし
たと思われる問題 

・C/P、専門家 ・質問票 
・インタビュー 

 2.1 
計画の実施に影響
を及ぼした状況の
変化 

2.1.2 
PDMの「外部条件」に変化はなかっ
たか 
 

 ・PDMに記載された外部条件の変
化 

・他の外部条件の影響 

・C/P、専門家 ・質問票 
・インタビュー 

 

2 
プロジェクト実
施過程での状
況の変化 

2.2 
関連機関の状況の
変化 

2.2.1 
プロジェクトに影響を及ぼすような関
係機関の状況の変化はあったか 

 ・ 関 連 機 関 か ら の 影 響 （ MOI 、
VINACOAL、STAEMAQ、等） 

・IMSAT 

・C/P、専門家

・質問票 
・インタビュー 

 

 
 



 

評価グリッド：ベトナム社会主義共和国炭鉱ガス安全管理センタープロジェクト（終了時評価） 
３．評価5項目 

評価設問 評価 

５項目 大項目 小項目 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法

調査結果 

（国内準備作業による） 

1.1.1 
ターゲット・グループ（鉱山保安セン
ター技術者）のニーズとの整合性 

・ターゲット・グループのニー
ズを再確認し、合致してい
るかを判断する 

 

・鉱山保安センター技術者のニー
ズ 

・C/P、専門家 ・質問票 
・インタビュー 

 

1.1.2 
最終受益者（炭鉱労働者）のニー
ズとの整合性 
 

・最終受益者のニーズと合
致しているかを判断する 

・炭鉱労働者のニーズ ・炭鉱労働者 ・インタビュー  

1.1.3 
ベトナムの石炭産業政策との整合
性 
 

・政策との整合性 ・石炭産業発展マスタープラン 
・その他の関連政策 

・MOI 
・VINACOAL 

・資料レビュー 
・インタビュー 

 

1.1.4 
日本の国別援助実施計画との整
合性 
 
 

・援助方針に変化はなかっ
たか 

・対ベトナム援助方針 ・国別援助実施計画
・JICAベトナム事務
所 

・資料レビュー 
・インタビュー 

 

1.1 
上位目標、プロ
ジェクト目標の妥
当性 

1.1.5 
日本の援助の比較優位性 

・他国、他援助機関との比
較 

・日本の援助の優位性 ・MOI 
・JICAベトナム事務
所 

・C/P、専門家 
・事前評価報告書 

・資料レビュー 
・質問票 
・インタビュー 

 

1.2.1 
協力計画の策定及び変更過程
の適切性 

・関係者の参加度、妥当
性 

・当初計画策定時のプロセ
ス 

・PDM変更の妥当性 
 
 

・計画策定各過程の検証 
・適切性に係る関係者の見解 

・計画策定関係者 
・C/P、専門家 
・事前評価報告書 
・実施協議報告書 
・PDM、PO 

・資料レビュー 
・インタビュー 

 

１．妥当性 

1.2 
プロジェクト・デザ
インの妥当性 

1.2.2 
アウトプットとプロジェクト目標、プロ
ジェクト目標と上位目標の整合性

・各アウトプットは、プロジェ
クト目標の達成に必要・
十分な条件であるか 

・プロジェクト目標の達成
は、上位目標の達成に直
接的に働くか 

 
 

・アウトプットからプロジェクト目標
への必要条件 

・プロジェクト目標から上位目標
への必要条件 

・当初計画策定時の方針 

・PDM 
・C/P、専門家 
・MOI 

・質問票 
・インタビュー 

 



 

評価設問 評価 

５項目 大項目 小項目 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法

調査結果 

（国内準備作業による） 

1.2.4 
プロジェクトデザイン全般に係る妥
当性 
 
 
 

・各目標、アウトプット、及
びその指標、活動は妥当
か 

・その他全般意見 ・関係者 ・質問票 
・インタビュー 

 

2.1 
プロジェクト目標
の達成度 

＊「実績表」参照 ・計画と実績との比較 ・各指標の達成度 ・モニタリングレポート
・達成度調査（調査
団） 

・C/P、専門家 
 

・資料レビュー 
・質問票 
・ワークショップ 

 

2.2.1 
各アウトプットのプロジェクト目標達
成への貢献度 

・アウトプットの貢献度 ・アウトプットの実績と貢献度 ・モニタリング結果 
・達成度調査（調査
団） 

・C/P、専門家 
 

・資料レビュー 
・質問票 
・インタビュー 

 2.2 
プロジェクト目標
達成の要因 

2.2.2 
プロジェクト目標達成の、その他の
貢献・阻害要因 

・貢献要因、阻害要因との
因果関係 

・要因の有無 ・モニタリング結果 
・C/P、専門家 

・資料レビュー 
・ワークショップ 
・質問票 
・インタビュー 
 

 

２．有効性 

2.3 
各アウトプットの
達成度 
 

2.3.1 
＊「実績表」参照 

・計画と実績との比較 ・各指標の達成度 ＊「実績表」参照 ＊「実績表」参照  

3.1.1 
日本人専門家の適切性 
（分野、期間、派遣時期等） 

・アウトプット産出量と投入
量の比較 

・類似プロジェクトとの比較

・アウトプット達成度 
・投入量、内容等 
・従事する「活動分野」との整合
性 

 

・専門家派遣実績表
・専門家報告書 
・C/P、専門家 

・資料レビュー 
・質問票 
・インタビュー 

 

3.1.2 
C/P配置の適切さ 
（人数、分野） 

・アウトプット産出量と投入
量の比較 

・配置分野、人数 
・研修済みC/Pの定着度 

・C/P配置リスト 
・組織図 
・センター 
・C/P、専門家 
 

・資料レビュー 
・質問票 
・インタビュー 

 

３．効率性 3.1 
アウトプットへの
転換のために投
入された各インプ
ットの適切性 

3.1.3 
機材の適切性 
（機種、量、投入時期、費用、管
理） 

・アウトプット産出量と投入
量の比較 

・機材導入目的の「活動」
の明確さ 

 

・アウトプット達成度 
・投入量、機材の活用度 
・使用する「活動」との整合性 

・供与機材リスト 
・機材管理状況表 
・C/P、専門家 

・資料レビュー 
・質問票 
・インタビュー 
・状況観察調査 

 



 

評価設問 評価 

５項目 大項目 小項目 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法

調査結果 

（国内準備作業による） 

3.1.4 
C/P研修の適切性 
(分野、研修内容、期間） 
 

・研修内容の必要性 
・研修派遣目的の「活動」
の明確さ 

・アウトプット達成度 
・投入量、内容等 
・従事する「活動」との整合性 

・研修員受入れ実績
・C/P、専門家 

・資料レビュー 
・質問票 
・インタビュー 

 

3.1.5 
日本側負担ローカルコストの適切
さ 
 
 

・アウトプット産出量と投入
量の比較 

・類似プロジェクトとの比較

・日本側コスト負担の割合 
・負担費目等 

・プロジェクト現地業
務費報告書 

・C/P、専門家 

・資料レビュー 
・質問票 
・インタビュー 

 

3.1.6 
ベトナム側ローカルコストの適切さ

・プロジェクト開始年度と現
在の比較 

・ベトナム側コスト負担の割合 
・負担額の変化（５年間） 

・ベトナム側コスト負
担実績 

・炭鉱保安センター
年間予算 

・IMSAT 
 

・資料レビュー 
・質問票 
・インタビュー 

 

3.2 
プロジェクトと関
係機関との連携
の貢献度 
 

3.2.1 
関係機関との連携の効率性への
貢献度 

・連携状況と貢献度 ・連携した活動内容 ・C/P、専門家 
・関係機関 

・資料レビュー 
・質問票 
・インタビュー 

 

3.3 
プロジェクトの支
援 体 制 の 効 率
性への貢献度 
 

3.3.2 
調査団等からの提言の活用 

・活用状況と貢献度 ・各提言の活用状況(改善状
況） 

・調査団報告書 
・C/P、専門家 

・資料レビュー 
・質問票 
・インタビュー 

 

3.4 
効率性を阻害し
た要因の発現 
 

3.4.1 
効率性を阻害したと思われる要因

・阻害要因の有無 ・効率性を阻害した要因 ・プロジェクト事業進
捗報告書 

・C/P、専門家 

・資料レビュー 
・質問票 
・インタビュー 

 

4.1 
上 位 目 標 達 成
の見込み 

4.1.1 
上位目標はプロジェクト終了後3
～5年で達成される見込みか 
 

・現状から指標の達成予
測 

・＊「実績表（上位目標達成
度）」参照 

・実績表参照 ・実績表参照  ４．インパクト 

4.2 
その他のインパク
ト 

4.2.1 
プロジェクトの実施によって引き起
こされた、政策、組織、技術、環
境、社会経済等へのインパクト
（正/負）はあったか 
 
 

・プロジェクト実施前後の比
較 

・発現している(予想される）インパ
クト 

・プロジェクト関係者 ・質問票 
・インタビュー 

 



 

評価設問 評価 

５項目 大項目 小項目 
判断基準 必要なデータ・情報 情報源 データ収集方法

調査結果 

（国内準備作業による） 

4.3 
インパクト発現へ
の貢献要因、阻
害要因 
 

4.3.1 
貢献要因、阻害要因 

・貢献要因、阻害要因の
有無 

・貢献/阻害要因 ・プロジェクト関係者 ・質問票 
・インタビュー 

 

5.1 
組織面 

5.1.1 
鉱山保安センターの組織的自立
発展性 

・実績と期待値 ・センターの運営管理能力 
・人的資源 
・IMSAT、VINACOAL等の支援
体制 

 

・IMSAT 
・C/P、専門家 

・質問票 
・インタビュー 

 

5.2 
財政面 

5.2.1 
鉱山保安センターへの財政安定
の見込み 

・実績と期待値 ・予算配分実績 
・鉱山保安センターの役割と重要
度 

・予算計画 
 

・鉱山保安センター 
・IMSAT 
・VINACOAL 

・資料レビュー 
・質問票 
・インタビュー 

 

5.3.1 
鉱山保安センター技術者の技術・
能力 

・プロジェクト実施前後の比
較 

・期待値 

・現在の技術レベル 
・今後の期待レベル 

・C/P、専門家 

・ユーザー 

・観察 
・質問票 
・インタビュー 

 

５．自立発展性 

5.3 
技術面 

5.3.2 
マオケ炭鉱技術者、鉱山救急セ
ンター救急隊員、ケーウオム爆薬
試験場の技術者の技術・能力 
 

・プロジェクト実施前後の比
較 

・期待値 

・現在の技術レベル 
・今後の期待レベル 

・C/P、専門家 
・ユーザー 

・観察 
・質問票 
・インタビュー 
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